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　　　参院選の「五つの大争点」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第一の争点は、暮らしと経済　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍内閣が最大の売りにしているのは経済政策「アベノミクス｣です。賃金や中小企業､設備投資という経済の土台では落ち込みが続く一方で､一握りの富裕層には巨額の富が転がり込む経済がまともといえるのでしょうか。政府が率先して「投機とバブル」をあおり立てるのは邪道です。安倍首相が「成長戦略」で標榜する“企業が世界一活動しやすい国”の正体は、「解雇自由」「ただ働き自由」の“働く人が世界一住みにくい国”です。消費税増税をストップさせ、働く人の賃金と安定した雇用を増やして「デフレ不況」から脱出させましょう。日本共産党を伸ばしていただいて、大幅賃上げを勝ち取り、この不況から抜け出しましょう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ第二の争点は、原発問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ首相が財界と一体に再稼働に暴走し、原発輸出の「トップセールス」に奔走するなか、福島第１原発では、大気中に放出された放射能の１０倍もの巨大な放射能を含んだ大量の汚染水が流出する瀬戸際の危機的状況にあります。日本共産党は、政府に対し（１）「収束宣言」を撤回（２）再稼働はしない（３）即時原発ゼロの決断の３点を要求しています。　再生可能エネルギーへの転換の流れを。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ第三の争点は、アメリカいいなり政治　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、米軍基地国家という二つの問題。沖縄のたたかいに連帯し、国内基地の無条件・全面撤去を要求していこう。日米安保条約をなくし、真の主権回復をかちとろう。自主・独立・平和の新しい日本を築こう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ第四の争点は、憲法問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ改憲派が、憲法９条改定の「突破口」として憲法９６条の改定―改憲手続きの緩和（国会議員の３分の２以上から２分の１以上に）―を押し出したことに、各界から批判が広がり、「動揺と混迷」が始まっています。ここは攻めどころです。このたくらみを断念に追い込むまで国民的包囲を強めていこう。（→右下に続く）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　　　　　　　　　
２０１３年　６月議会スケジュール（予定）是非傍聴に来て下さい。
６月１２日（水）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、提案説明）
６月１８日（火）―２１日（金）、２４日（月）
午前１０時  　本会議（代表質疑・議案質疑・一般質問）

６月２５日（火）―２６日（水）　午前１０時　常任委員会
６月２７日（木）　午前１０時  　病院特別委員会

７月　２日（火）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
関連の予定　６月３日（月）全員協議会　（議案・就学前施設変更案の説明）

６月４日（火）午後　５時　６月議会への請願の受付最終日
６月５日（水）午前１０時　各派代表者会議、議会運営委員会
平和大行進６月１２日(水)午前９時 桑名市役所南玄関前　

【北勢コース】

６月１１日（火）　宣伝行動、木曽岬町・東員町・いなべ町・菰野町訪問

６月１２日（水）　午前９時　桑名市役所前→朝日町役場→近鉄川越富洲原駅
→四日市市役所前　　　　　　　核兵器廃絶を求めて、いっしょに歩きましょう。　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐ第五の争点は、歴史問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍内閣のもとで過去の侵略戦争と植民地支配を正当化する歴史逆行の勢力が本性をむき出しにし、一大国際問題となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「村山談話」の見直しをすすめる安倍首相の姿勢を厳しく批判します。戦後の国際政治は、日独伊がおこなった戦争が不正不義の侵略戦争であることを共通の土台としています。この土台を覆す勢力に国際政治に参加する資格はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さらに、日本維新の会の橋下共同代表（大阪市長）が、「慰安婦は必要だった」などという驚くべき暴言を吐いたこと、石原共同代表も、維新の会としても、この発言を擁護・容認していることを厳しく指摘します。このような態度を続ける限り､維新の会は､国政であれ、地方政治であれ、日本の政治に関与する資格はありません。　　　　　　　　　　　　　（５月２２日、東京での志位委員長の演説から要約）
国会では１、「共通番号法案」　成立　共産党反対　　　　　　　　　　　　　ｐ国民一人一人に番号をつけ税や社会保障などの個人情報を一元的に管理する「共通番号（マイナンバー）制」関連法案が５月２４日、参院本会議で、自民、公明、民主、みんな、維新などの賛成多数で可決、成立しました。　　　　　　　　ｐかっては「国民総背番号制」といって反対の世論がありましたが、現在の混乱する政治情勢の下でマスコミもほとんど取り上げませんでした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ導入は２０１６年１月から。個人番号の利用範囲は当初、社会保障と税、災害対策の３分野。３年後をめどに民間も含めて利用範囲の拡大を検討します。個人情報の漏えいや悪用を防ぐために第三者委員会による監視などがあるだけで、実効性ある解決策はなし。導入費用だけで３０００億円を要するとされ、さらに膨れあがる危険性を抱えています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、(1)個人のプライバシー情報が容易に照合、集積され、プライバシー侵害などが常態化する(2)具体的なメリットや費用対効果がしめされていない(3)徴税強化や社会保障給付削減の手段とされかねない―として反対しました。　　　　ｐ同じ制度を導入した米国や韓国では情報漏えいや「なりすまし」犯罪が多発し、見直しを迫られています。これから具体化が進めば進むほど問題点や矛盾は広がらざるをえず、実施を許さないたたかいはこれからです。
国会では２、　「生活保護改悪法案」　審議入り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ安倍・自公政権は、与党と４野党がそれぞれ２３日に提出した「子どもの貧困法案」と抱き合わせで、生活保護法改悪案を早期可決しようと狙っています。“子どもの貧困対策”を口にしながら、最も困窮している世帯を生活保護からしめだす改悪案の中身に批判が高まっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐ現行法では、生活保護の申請者が口頭でも意思表示すれば、実施機関が要件を吟味し、保護を開始するかどうかを期限内に回答する義務を負っています。しかし改悪案は、申請者に書類提出の義務を負わせ、資産や収入などを記載した申請書の提出や、厚労省が定める必要書類の添付を求めています。申請時に必要書類がそろっていないと申請できなくなります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐさらに、現行法では扶養は保護利用の要件ではありませんが、改悪案は、扶養義務者や同居の親族に対して扶養が困難な理由について「報告を求めることができる」と規定。実施機関が官公署などに資産や収入などの資料提出を求め、銀行や雇い主に照会することまで可能になります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐ日本弁護士連合会は５月１７日に声明を発表。改悪案には、(1)（窓口で書類の不備などを理由に追い返す）違法な「水際作戦」を合法化する(2)（扶養照会によって）保護申請にいっそうの萎縮的効果を及ぼす―という点で、「看過しがたい重大な問題がある」と指摘しました。「我が国における生存権保障（憲法２５条）を空文化させるものであって到底容認できない」と廃案を強く求めています。
市議会「新病院整備事業費の見直し案」が提案される　　　　　　

（総額１０６億円から１４１億円に）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

詐欺かペテンではないか（小さく予算申請して、後から多くの税金が投入される）。議会は決して騙されてはいけません。新市長！！遺憾と言うなら（意味は残念だという事と表明。でも何が残念なのかは不明です。）、私が１２月議会で言ったように、一度立ち止まって考え直したらどうでしょうか。平成２７年４月の開院なんて反古にしても構いません。それよりも数十億円の建築費増の方が市民への背信行為ではないでしょうか。
　当初の新病院整備事業費は１０６億円となっているが、その内の建設工事費は５４．６憶円です。これが見直されて新築分や駐車場分等が２６．７憶円も増えています。申し訳程度に２０億円の縮小見直しが入っているが、この内今後負担が予定されるのが８．５億円あり、１１．６億円の既存棟の工事費減も詳細わかりません。概略で言うと、５０億円で予定していた病院が１００億円もかかるという事です。

内閣府の有識者検討会は５月２８日、駿河湾から九州沖の深さ約４千メートルの溝「南海トラフ」を震源域とする巨大地震への対策をまとめました。最悪の場合に死者32万人、経済被害220兆円と推計される被害をできるかぎり減らすため、官民が広域で対策をとるための法整備が必要だと指摘。国や自治体が役所や病院を計画的に高台に移したり、企業がサプライチェーン（供給網）を複数化したり、官民挙げた防災・減災への取り組みを求めています。（日本経済新聞より）

又、桑名市や国にある設計変更に伴う契約変更の取り扱いには、適正な業務の執行を確保するために、３０％ルールがあります。予算が３０％以上増える工事は考え直すということです。病院建設も最初に戻って見直すべきです。
５月２０日の全員協議会の場で、私はいくつか質問しました。
①　これは詐欺的な変更ではないか。
②　交付金申請時に病院が海中病院（海抜０メートル地帯）である事はわかっていたはずだ。
③　ポーズとして縮小計画もあるが、業務委託はこれからどれだけの負担増になるかわからない。 
④　副市長は、基本構想、基本計画、基本設計にどれだけの時間をかけ、市民の意見を聞いたのか分かっているのか。
⑤　平成２７年４月の開院よりも金額の約束をどう考えているのか。
⑥　副市長は、追加財源は税金ではないと言ったが、合併債、病院事業債の負担は誰がするのか。毎年独法医療法人にいくらの税金が投入されるのか分かっているのか。交付金は税金でないと言う見識を問いたい。
　満足な答弁はもらえず、建設場所（近接住民から太陽を奪う）を含め、全面的な見直しを求めました。５月３０日（木）には改めて「新病院の整備等に関する特別委員会」が開催され、再度議論されます。

Ｎｏ．１８６　　　　　２０１３年　５月３０日
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース


�














